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様式13　　　提案書（安全管理）
様式14　　　提案書（ネットワーク構成）
様式15　　　提案書（セキュリティ対策）
様式16　　　提案書（機器の仕様）
様式17　　　提案書（設定及び動作試験）
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様式20　　　辞退届

（様式１）

参考図書借用申込書
令和２年　月　日
いわき市長　様
住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　印
（問合せ先）担当者所属
　　　　担当者氏名
　　　　電話番号
　　　　FAX番号
　　　　電子メール
Ｔ
Ｘ
小中学校情報通信ネットワーク整備業務委託に関する参考図書の借用について、次のとおり申込みいたします。
１　借用書類
　⑴　いわき市教育ネットワークの構成図
　⑵　施設台帳（学校内の教室等の配置及び平面図）
　⑶　過去の校内LAN整備工事の図面（保存されている図面のみ）
２　借用書類の取扱いについて
　　借用書類の取扱いについて、以下の事項を遵守いたします。
　　・関係者以外の配布を禁止し、取扱いに注意します。
　　・本業務以外で使用しないこととし、期間内に返却します。

（様式２）

質問書
令和２年　月　日
いわき市長　様
住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　印
（問合せ先）担当者所属
　　　　担当者氏名
　　　　電話番号
　　　　FAX番号
　　　　電子メール
Ｔ
Ｘ
小中学校情報通信ネットワーク整備業務委託について、次のとおり質問いたします。
	資料名
	該当頁
	質　問　内　容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注 １　質問は、資料名及び該当頁を明記のうえ、わかりやすく記入すること。
２　質問がない場合は、質問書の提出は不要とする。
（様式３-１）
参加申込書
令和２年　月　日
　いわき市長　様

住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　印
（問合せ先）担当者所属
　　　担当者氏名
　　　電話番号
　　　FAX番号
　　　電子メール
小中学校情報通信ネットワーク整備業務委託公募型プロポーザル実施要領に基づき、関係書類を添えて参加を申込みます。
なお、実施要領の参加資格要件を全て満たしていること、また、提出した書類に虚偽又は不正がないことを誓約します。
（様式３-２）
共同企業体参加申込書
令和２年　月　日
　いわき市長　様

代表者　　住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　印
（問合せ先）担当者所属
　　　　担当者氏名
　　　　電話番号
　　　　FAX番号
　　　　電子メール
構成員１　住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　印
構成員２　住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　印
小中学校情報通信ネットワーク整備業務委託公募型プロポーザル実施要領に基づき、共同企業体を結成したので、協定書及び関係書類を添えて参加を申込みます。
なお、実施要領の参加資格要件を全て満たしていること、また、提出した書類に虚偽又は不正がないことを誓約します。
（様式４）
特定業務委託共同企業体協定書

（目的）

第１条　当共同企業体は、いわき市発注に係る小中学校情報通信ネットワーク整備業務委託を共同連帯して営むことを目的とする。

（名称）

第２条　当共同企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特定事業共同企業体（以下「当企業体」という。）と称する。

（事務所の所在地）

第３条　当企業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。

（成立の時期及び解散の時期）

第４条　当企業体は、令和　　年　　月　　日に成立し、本業務の委託契約の履行後３か月を経過するまでの間は、解散することができない。

２　本業務を受注できなかったときは、当企業体は前項の規定にかかわらず、本業務に係る委託契約が締結された日に解散するものとする。

（構成員の住所及び名称）

第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。

　　住所　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　

（代表者の名称）

第６条　当企業体は、　　　　　　　　　　を代表者とする。

（代表者の権限）

第７条　当企業体の代表者は、本業務に関し、当企業体を代表して、発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに自己の名義をもって請負代金（前払金及び部分払金を含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（構成員の出資の割合等）

第８条　各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、本業務について発注者と契約内容の変更増減があっても、構成員の出資割合は変わらないものとする。

　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　％

名称　　　　　　　　　　　　　　　　　％

名称　　　　　　　　　　　　　　　　　％

２　金銭以外のものによる出資については、時価を参しゃくの上、構成員が協議して評価するものとする。

（運営委員会）

第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、本業務の完成に当たるものとする。

（構成員の責任）

第１０条　各構成員は、本業務の委託契約の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）

第１１条　当企業体の取引金融機関は、　　　　　　　　とし、共同企業体の名称を冠した、代表者名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。

（決算）

第１２条　企業体は、業務完了の都度、本業務について決算するものとする。

（利益金の配当の割合）

第１３条　決算の結果利益金を生じた場合には、第８条に基づく協定書に規定する出資の割合により構成員に利益金を配当するものとする。

（欠損金の負担の割合）

第１４条　決算の結果損失金を生じた場合には、第８条に基づく協定書に規定する割合により構成員が欠損金を負担するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）

第１５条　本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできないものとする。

（業務途中における構成員の脱退に対する処置）

第１６条　構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ当企業体が本業務を完了する日までは脱退することができない。

２　構成員のうち業務途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存構成員が共同連帯して本業務を完了する。

３　第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときの残存構成員の出資の割合は、脱退構成員が脱退前の有していたところの出資の割合を、残存構成員が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。

４　脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を変換するものとする。

５　決算の結果利益金を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。

（業務途中における構成員の破産又は解散に対する処置）

第１７条　構成員のうちいずれかが業務中途において破産又は解散した場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。

（解散後の瑕疵担保責任）

第１８条　当企業体が解散した後においても、本業務に瑕疵があったときは、各構成員は共同連帯してその責めを負うものとする。

（協定書に定めない事項）

第１９条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

　　　　　　　　　　　外　　者は、上記のとおり　　　　　　　　　　　　　　　　特定業務共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書　　通を作成し、各通に構成員が記名捺印し、各自所持するとともに、１通をいわき市に提出するものとする。
令和２年　　月　　日　　　　　　　　　　　

商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
（様式５）
事業者概要書
	１　概要　※事業者の沿革、組織及び事業内容がわかる書類（パンフレット可）を添付すること。

	⑴ 商号又は名称
	

	⑵ 所在地
	

	⑶ 営業所の名称
	

	⑷ 所在地
	

	⑸ 設立年月日
	
	⑹ 資本金額
	

	⑺ いわき市入札参加有資格者名簿登録
	有
	無

	　⑻ 参加形態
	単体企業
	共同企業体代表者
	共同企業体構成員

	２　問合せ先

	⑴ 担当者所属
	
	⑵ 担当者氏名
	

	⑶ 電話番号
	
	⑷ FAX番号
	

	⑸ 電子メール
	

	３　参加資格要件　※詳細は、プロポーザル実施要領の参加資格要件を確認すること。

	〇　一般競争入札の参加資格（要領３－⑵－ア）
　　地方自治法施行令第167条の４の規定に該当
	する
	しない

	〇　暴力団等の排除措置（要領３－⑵－イ）
　　いわき市契約等に係る暴力団等の排除に関する要綱第１項の規定に該当
	する
	しない

	〇　指名排除措置等（要領３－⑵－ウ）
　　いわき市工事等に係る指名競争入札参加者の資格審査及び指名等の基準に関する要綱に基づく指名排除措置及び指名停止
	受けている
	受けていない

	〇　会社更生法、民事再生法関係（要領３－⑵－オ）
　　会社更生法又は民事再生法の申立て
	している
	していない

	〇　政治団体、宗教団体関係（要領３－⑵－キ、ク）
政治資金規正法第３条及び宗教法人法第２条に規定する団体に該当
	する
	しない

	〇　建設業の許可（要領３－⑶、⑷）
　　電気通信工事に係る一般建設業、特定建設業の許
　可
　　※　許可証の写しを提出
	有
	無

	〇　技術者の配置（要領３－⑸－ア、イ）
　　電気通信工事に関する監理技術者、主任技術者の配置　※　配置予定技術者資格調書（様式６）を提出
	可
	不可


　注１　１－⑶、⑷の営業所は、建設業法第３条第１項の規定に基づく建設業（電気通信工事）の許可を受けた営業所とする。
　　２　１－⑺、⑻及び３は、該当する項目を丸印で囲むこと。

（様式６）
配置予定技術者の資格調書
令和２年　　月　　日
いわき市長　様
住　所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
１　監理技術者
	⑴　氏名
	
	⑵　生年月日
	年　　日　　日

	⑶　役職
	

	⑷　資格等の根拠
	法第15条第２号　イ　・　ロ　・　ハ　該当

	⑸　資格等の名称
	

	⑹　資格者証番号
	

	　注
	１　⑷は、建設業法（以下「法」という。）第15条第２号イ、ロ、ハのうち該当するものを〇で囲むこと。
２　監理技術者資格者証の写し（表、裏とも）を添付すること。


２　主任技術者
	⑴　氏名
	
	⑵　生年月日
	年　　日　　日

	⑶　役職
	

	⑷　資格等の根拠
	法第７条第２号　イ　・　ロ　・　ハ　該当

	⑸　資格等の名称
	

	⑹　学歴
	　　　　　　学校　　　　　　　学科　　　　　　年　　月卒業

	⑺　実務経験（電気通信工事に関して、必要となる実務経験年数を満たしていること。）
	

	　注
	１　⑷は、法７条第２号イ、ロ、ハのうち該当するものを〇で囲むこと。
２　法７条第２号イに該当する場合は、⑸～⑺のうち⑹及び⑺を記載すること。
３　法７条第２号ロに該当する場合は、⑸～⑺のうち⑺を記載すること。
４　法７条第２号ハに該当する場合は、⑸～⑺のうち⑸を記載し、資格等の写しを添付すること。
５　健康保険被保険者証、健康保険被保険者標準報酬決定通知書、市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書その他直接的かつ恒常的な雇用関係を確認できる書類を添付すること。


（様式７）

暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書
　いわき市長　様
１　私は、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、その他これらに準ずる者（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者）（以下これらを「暴力団員等」という。）に該当しないこと及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約します。

　⑴　暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること。

　⑵　暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。
　⑶　自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること。
　⑷　暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること。
　⑸　役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること。
２　私は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一にでも該当する行為を行わないことを確約します。

　⑴　暴力的な要求行為

　⑵　法的な責任を超えた不当な要求行為

　⑶　取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
　⑷　風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いていわき市の信用を毀損し、またはいわき市の業務を妨害する行為
３　私は、暴力団員等もしくは第１項各号のいずれかに該当し、もしくは前項各号のいずれかに該当する行為をし、または第１項の規定に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明し、私との取引を継続することが不適切である場合には、私はいわき市から請求があり次第、いわき市に対するいっさいの債務の期限の利益を失い、直ちに債務を弁償します。
４　上記に関して不法行為があった場合は法的措置（民事・刑事）を講じられても構いません。
記入日　令和２年　月　日
住　　　　所　　　　　
商号又は名称　　　
代表者氏名      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印 
（様式８）
委　任　状

令和２年　月　日
いわき市長　様

住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　印
私は次の者を代理人と定め、小中学校情報通信ネットワーク整備業務委託公募型プロポーザルの手続にかかる一切の事項を委任します。

代理人

住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　印
（様式９）
提案書
令和２年　月　日
　いわき市長　様

住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　印
（問合せ先）担当者所属
　　　担当者氏名
　　　電話番号
　　　FAX番号
　　　電子メール
小中学校情報通信ネットワーク整備業務委託公募型プロポーザルについて、提案書を提出します。

なお、提案書に記載の内容は事実と相違ありません。

（様式10）

	業務実績

	（記載の要点）
　概ね過去10年間に、官公庁、一般企業等からネットワークの構築業務を受託した実績（完了確認済みの業務）
　※　実績が確認できる契約書等の写しを添付すること。

	官公庁又は企業名等
施設等の用途
規模等
契約額（千円）
契約年度

例）〇〇市

小・中学校

50校

令和元年度

　　〇〇㈱
事務所
端末台数
約25,000台
平成〇年度



（様式11）

	実施方針及び実施体制

	（記載の要点）
・　本業務を受託するに当たっての実施方針
・　監理技術者等の技術者及びその他資格者の配置
・　品質・工程・安全等についての計画的な管理を実施する体制

	


（様式12）

	地域貢献

	（記載の要点）
市内業者の活用など、地域経済への貢献についての具体策
　※　具体的な事業者名等は記載しないこと。

	


（様式13）

	安全管理

	（記載の要点）
新型コロナウイルス感染症対策を含む作業時の具体的な安全対策

	


（様式14）

	ネットワーク構成

	（記載の要点）
・　学校１校当たりの標準的な機器構成及びネットワーク構成
・　不具合や故障の早期発見及び迅速な復旧についての具体的な方策

	


（様式15）

	セキュリティ対策

	（記載の要点）
次の点を踏まえた不正侵入や情報漏洩等のリスクに対応する具体的なセキュリティ確保対策
　・　通信の暗号化及び接続認証
　・　児童生徒１人１台端末の配備（小中学校全体で約25,000台）
　・　セキュリティ確保に必要なセキュリティの強度、コスト及び利便性

	


（様式16）

	機器の仕様

	（記載の要点）
・　機器の使用目的、製造者、型番、主な仕様及び選定理由
・　仕様を満たしている、又は仕様を上回る根拠
　※　仕様が確認できるカタログ等の写しを添付し、該当箇所を明確にすること。

	


（様式17）

	設定及び動作試験

	（記載の要点）
設定及び動作試験についての具体的な計画（実施時期等）及び方法

	


（様式18）

	運用保守

	（記載の要点）
・　稼働開始後５年間に必要となる運用保守費用（各年ごとの項目、内容及び金額等）
・　限られた人員体制の中での効率的かつ効果的な運用保守の具体策

	


（様式19-１）

見積書
令和２年　月　日
いわき市長　様

住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　印
　私は、次のとおり業務を受託したいので、いわき市財務規則を遵守し、見積りします。
業務名　小中学校情報通信ネットワーク整備業務委託　
	見積金額
（税込）
	十億
	百万
	千
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	本体価格
（税抜）
	十億
	百万
	千
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	消費税

相当額

（10％）
	十億
	百万
	千
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


· 金額の前に\を付けること。

· 見積内訳明細書（様式19-２）を添付すること。

（様式20）
辞退届
令和２年　月　日
　いわき市長　様

住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　印
代
（問合せ先）担当者所属
　　　担当者氏名
　　　電話番号
　　　FAX番号
　　　電子メール
ＴＥＬ
ＦＡＸ
小中学校情報通信ネットワーク整備業務委託公募型プロポーザルについて、次の理由により参加を辞退します。
　　　　　

　

辞退理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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